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労働契約法がスタート ～平成20年 3月 nth行～

就業形態が多様化し 労働者の労働条件が個別に決定 変更される
ようこなり 個別労働Ff争が増えています。この紛争の解決の手段とし
ては 裁半J制度のほかに 平成13年から個局」労働紛争解決市J度が 平
成18年から労働審判制度が施行されるなど 手続面での整備はすすん
できました しかし、このような紛争を解決するための労働契約について
の民事的なルールをまとめた法律はありませんでした。
このような中で 平成20年 3月から「労働契約法Jが施行され 労働契

約についての基本的なルールがわかりやすい形で明ら力‖こされました

これにより 紛争がけ止され 労働者の保護を図りながら 個別の労

駒関係が安定することが期待されます。

使用者と労働者の管さまへ

このリーフレットでは 労働関係の主な場面ごとに 労働契約

について特に気をつけることを労働契約法の条文に沿つて 紹

介しています。

労働契約法の趣旨や内容をVekまえ 使用者と労lEl者の皆さま

でよく話し合つていただき、お互いの十分な理解と協力の下に、

安心 納得して働けるようこしましょう。
ノ

《checkゆ 労働契約法における「労働者Jとよ…

使用者の指揮 命令のことこ働き その都眺 して賃金を受けている場合には
「労働者Jとして力柳契約法の対象になります (第2条第Ⅲ項)

一 「請負」や「雲根」という形Itをとつていても 実態として 使用者の指lg命 令
のもとにFlき その新継 して賃金を受けていれば 「労働者Jこなります



労働契約の基本ルール

労働契約の締結や変更に当たっては 労使の対等の立場における
合意によるのが原則です。(第3兵第1項)

労働者と使用者は 労働契約の締結や変更に当たつては 均衡を考
慮することが重要です。(第3条常2項)

労働者と使用者は、労働契約の締結や変更に当たつては、仕事と生
活の調本田こ配慮することが重要です。(第3条第3項)

労働者と使用者は 信義に従い載実に行動しなければならす 権利
を活用してはなりませんも(算3条常4項 第5項)

|◆ 労働契約は 使用者と労働者がお互tWこ守らなければならないものです。あとで

| トラブル こなったりしないように 契約の内容をハッキリさせておくことが大切てす

使用者よ 労働契約の内容について 労働者の理解を深めるようこ
しましょう。(算4条算H項)

一 例えば 労働者に労働条件をきちんと説明することなどが考えられます

労働者と使用者は 労働契約の内容(有期労働契約に関する事項
を含む。)こついて できる限り書面で確認しましょう。(算4条第2111)

一 例えば 労使て話し合つた上で 労働条件を祀誼した書箇を労働者に交
付することなどが考えられます
一 有期労働契約の場合には 契約期間が終わつたときに契約が更新される
かどうかや どのような場合に契約が豆新されるのかなど 契約の東斬に
ついてもハッキリさせておきましょう

Xこ のほ小 有期労働契約については 「有期労働契約の締結 更新及び寝止めに困
するこ挙Jこおいて 使用者は
0契 約期間清7後 の夏新の有祥等を明示
そ10回 以上受新された契約や1年を超えて継続動務している労働者の契約を真新しな
い場合 契約期間あ子の30日前までに雇止めを予吉
0労 駒者の求めに応し 病止めの理由を明示
C契 約寅新の場合 契約期間をてきる限り長くするよう画こ臨
することとされています

使用者は 労働者の生命や身体などの安全が確保されるよう1こ雷3
ほしましょう。(第5条)



労働契約を結ふ場合には

|◆ 労m者 と使用者が合意すれば 労働契約は成立します           |
1  事 業場に就業親印がある場合て 就華規HJで定める労働条件が労働者の労F」 |

1 条件になる場合は 次のような場合てす                   |

労働者と使用者が 「労働することJ「賃金を支払うことJこついて合
意すると 労働契約が成立します。(第6条)
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労働者と使用者が労働契約を結ふ場合に 使用者が
0合 理的な内容の就業規則を
の 労働者に周知させていた(力働者がいつでも見られる状をにしてい
た)
場合には 就業規則で定める労働条件が 労働者の労働条件になりま
す。(第7条本文)

一 使用者が7t業規則を机の■にしまっていて 労働者が見たくても見られな
い場合などは 労働者に日知されていませんのて その就葉規別は労働者
の力m条 件にはなりません

労働者と使用者が 村業規則とま違う内容の労働条件を個別に合
意していた場合には その合意していた内容が 労働者の労働条件に
なります。(第7条ただし書)

一 事業場に就葉規日Jがある場合でも 労働者のそれぞれの事情に合わせて
労働条件を柔軟に決めることができます

労働者と使用者が個丹Jに合意していた労働条件が 就業規則を下
回つている場合には 労働者の労働条件は 就業規則の内容まで引
き上がります (第12笑)

法令や労働協約に反する税業規則は 労働者の労働条件にはなり
ません (算コ3条)



労働契約を変える場台には…

1    ~   ~   ~   ~   ~                      ―

   ―   ―    ―   ― ―   ―   ―   ―

◆
混哲す製活場糖務豪盟

憐間などの鋤S14が変わるせも
うぐつてトラウルにならないようこ 使用者 |

| と 労働者で十分に話し合うことが大切です                 |

労働者と使用者が合意すれば 労働契約を変更できます。(第3条)

旦 暴 響 鋼
即 条件などを定めた規則 がある場細 よ

|

使用者が一方的に就業規則を変更しても 労働者の不利益に労働
条件を変更することまできません。(第9条)

使用者が 成業規則の変更によって労働条1牛を変更する場合には
次のことが必要です。(第10条 )
0そ の変更が 以下の事情などに照らして合理的であること。
力駒者の受ける不利益の程度
労働条件の変更の必要性
変更後の就業規則の内容の相当性
労働組合等との交渉の状況

X「 労働組合各」こよ 労働者の過半較て細機する労働組合その他の,敵労Fl組合
や事業場の過半数を代表する労機者めに小 少激労尉組合や 労闘言てほ成されそ
の意思を代表する親進国体など力強有め意Sを14表するこのが広く吉=れます

0労 働者に変更後の就業規則を同知させること。
″

～



労側契約を結ふ場合

労働契約において労働条件を

詳細に定めていなかった場合

個身!の合意による労働

条件の決定

07t葉 規員Jの内容
と異なる労働条件の

合意
(第7条ただし書)

にはならない 労働者の労働条件

●労働契約vD成立(第6条)

1)合 理的な労働条件が定め
られている就業続即
Ⅲ)就 業規則を労働きに周知
させていた
(第7条本文)llo

労働者の労働条件

【事業場に就業規則がある場合によ労働者の労働条件は 次のようこ決まります】

■ ,ヽ ヨ"は 「ツ町irlm=に tt月されて,門 Jすることと「にH宮ドこ■にすして貫全と=Iう Jことこついて ,rH
iと■円吾小合=することこトウ●上します
,す hiと tr印五め■=に■り,朗者の,的片|お末定します
0'h空 均において'b資 ,そ草幻にミbすに,mi打 “既|■Ⅲ■において 「0理的な,酎真,お宮い HヽIてぃる
ヽ東規即サてあることこ加え 「立王"Ⅲ =労“すに向打させてい■Jことという=,ど "たす埠合にFt'伍 'め ケHヽ
付は tO立 草卵 Ⅲt定"る,H宮 ,こよることとなります
4た だし 「I=■ 月JO内こ■具な0,い 草|=S=し てした0「分 よ て0さ まわ正iすることと,り,す (資この内をよ
,真 妙 て定いると=にせしない草査を'ま=す |

労働契約を攻える場合

椛業規則の英更による労働条
件の不利益変更

個別の合意による労働

条件の変更

+0就 業規則の変更
によつては変更され
ない労働条件の合意
(算ⅢO案たたし書)

1モ1ま,まらない 労働者の力 II条件

1)変 更後の7t葉規則を労働

者に周知させた
Ⅲ)就 葉規印の変更が合理的

なものである
(第10条本文)

労働者の労fRI条件

(算B条 )

i労 いft,rΠ`″●rによウ ,崎宮の方Ⅲ=Fよ =賀さえ=す
セ札=規印0=■ により,いヽ|を堅工十る■■にま ●寅として,b者 の工和どに=三することすて、■tt
じAし lI円 `よ 「支 EttO江 =19即 `“ II言 にコ 劇 =ビ tJこ と こ,Fえ て“ =れ Pの 文【 よ宮 ていなも0て あるJこと

tしラ豆■とヽた,喝 ざにに 'H言 り,B=,ま 質民【め立受■""二■bヽ 力的車ドに■るこtどなります
O ttし 「成去視即0=ヱ によぅて 工I■ ど41とい労餃資Iと して0な していた前すドJま その有こb〔Eに するこttな り
すヽ十合この内をⅢ,ま "即て=うなど=にせしないH全を'ま=す)



労働契約を終了する場合などには…

|◆ 出向 懲戒や解雇については 労働者に与える影響が大きいことからトラブルに |
| なることが少なくありませんので紛争とならな!どようこ気をつけましょっ____J

権利畳用と認められる出向命令は 無効となります。(第14条 )

一 出向命令が権利渡用に当たるかどうかは その出向が必要であるか 対
象労胸者の運定が適切であるかなどの事情を結合的に考慮してIJ断され
ます

権利濫用と認められる懲戒は 無効となります。(算15条 )

一 懲戒が権利活用に当たるかどうかは 愁戒の原因となる労働者の行為の
性質や態練などの事情を総合的に考逓して判断されます

客観的に合理的な理由を欠さ 社会通念上相当と認められない解層
は 権利を活用したものとして無効となります。(算16条 )

有期労働契約を結小場合には

◆ 例えば 1年の契約期間を定めたパートタイム労働者など有期労働契約を結ふ
場合には 契約の終了場面における紛争が見られることから あとでトラブルに
なつたりしないように 次のことに気をつけましよう

使用者は やむを得ない事由がある場合でなけれ ま 契約期間が満了
するまでの間において 労働者を解雇することができません。

(第17条算1項)

使用者は 有期労働契約によって労働者を雇い入れる目的に照らして
契約期間を必要以上に細切れにしないよう配慮しなければなりません。
(算17条第2項)

厚生労働省

(hu●  / v mh叫 ゅ ,)で ti打 情"と tいしています厚生労 働省ホームヘーツ

(H20 6)


